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●太陽電池入力型携帯電源の開発�
●CO2排出の少ないケーブル敷設�
　工法の開発�
●小型で省電力の光変調器の開発�
●ITサービスの波及効果を分析�
●環境負荷低減に貢献するITサービス
の研究開発�

●新素材マイクロ・ポーラス・マテリアル�
　（MPM）を用いた「水辺のまちづくり」事
業への協力�
●カメラ付き携帯電話と全地球測位シス
テム（GPS）で富士山の環境監視�
●ドコモの森で森林保全を推進�
●環境クリーン作戦�
●エコロジー・コミュニティ・プラザの運営�

●環境保護活動報告書の発行�
●ホームページでの情報公開�
●環境広報の実施�
●環境イベントの開催�

●3つのグリーンガイドライン（グリーン
調達ガイドライン、グリーンR&Dガイド
ライン、建物グリーン設計ガイドライン）
にもとづいた活動�
●ISO14001の認証取得サイト拡大�
●リスク管理�
●社員教育／社員の意識調査�
●環境会計�

●土壌・水質汚染の未然防止�
●PCB使用物品の撤去推進と適正管理�
●研究所の化学物質管理・処理�

温暖化防止�
●トータルパワー改革（TPR）�
　運動の推進�
●低公害車の導入推進によるCO2
排出削減�
●電子入札システムの普及促進�
廃棄物削減�
●廃光ケーブルのリサイクル�
●長寿命エコ鋼管柱の開発�
●パソコンのリユース�
●使用済み通信機器などの回収�
●携帯電話卓上ホルダの循環型
リサイクル�

紙資源節減�
●電話帳リサイクル・古紙配合率の
向上�
●全国詳細デジタル地図の制作と
利用�
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　NTTグループでは、持続可能な社会づくりに貢献するた
めのコンセプトとして「NTTグループ・エコロジー・プログラム
21」を1997年に制定しました。このコンセプトは「NTTグルー
プ地球環境憲章」「環境保護における地域貢献」「最先端
の環境技術の研究開発」の3つの柱で構成されています。
私たちは、これにもとづいて、環境保護と事業活動の両立を
図り、持続可能な社会づくりに貢献していきます。�

「NTTグループ・エコロジー・プログラム
21」にもとづいて、継続的な改善や新
規の環境保護活動に取り組んでいます。�

NTTグループ・エコロジー・プログラム21
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　NTTグループ地球環境憲章は、NTTグループ・エコロジー・
プログラム21のコンセプトにもとづき、地球環境保護に関する
基本理念と方針を示したものです。温暖化防止、廃棄物削減、
紙資源節減をグループの重要な環境負荷と位置付け、2010

年までの「NTTグループ主要行動計画目標」＊の達成に向け
て活動を推進しています。�
�
＊主要行動計画目標についてはp5をご覧ください。�

NTTグループ地球環境憲章�
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2003年度の主な活動�
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【基本理念】�
　人類が自然と調和し、未来にわたり持続可能な発展をするため、
NTTグループは全ての企業活動において地球環境の保全に向けて最
大限の努力を行う。�

ＮＴＴグループ地球環境憲章�
　人類が直面している地球温暖化、オゾン層破壊、熱帯林の減少、砂
漠化、酸性雨、海洋汚染などの深刻な地球環境破壊は、これまでに築
き上げてきた社会システムに起因しており、企業の事業活動がこれに
密接に関わっていることを深く認識する必要がある。�
　企業として、将来の世代に禍根を残さないよう持続可能な発展に向
けて真摯な姿勢で、事業活動と地球環境保護を両立させなければなら
ない。かかる基本認識に立ち、ここにこれら地球環境問題に対する
NTTグループとしての基本理念と、具体的取り組みを方向づけるため
の基本方針を明示する「NTTグループ地球環境憲章」を定める。�

【基本方針】�
1． 法規制の遵守と社会的責任の遂行�

　環境保全に関する法規制を遵守し、国際的視野に立った企業
責任を遂行する。�

2． 環境負荷の低減�
　温室効果ガス排出の低減と省エネルギー、紙などの省資源、廃
棄物削減に行動計画目標を設定し、継続的改善に努める。�

3． 環境マネジメントシステムの確立と維持�
　各事業所は環境マネジメントシステムの構築により自主的な環境
保護に取り組み、環境汚染の未然防止と環境リスク低減を推進する。�

4． 環境技術の開発�
　マルチメディアサービス等の研究開発により環境負荷低減に貢
献する。�

5． 社会支援等による貢献�
　地域住民、行政等と連携した、日常的な環境保護活動への支
援に努める。�

6． 環境情報の公開�
　環境関連情報の公開により、社内外とのコミュニケーションを図る。�
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